
4月 2日(月) 臨時総合調整会議資料 

平成３０年度 総合調整会議開催日程表  
○原則、毎月第１・３水曜日 午前９時から（週間報告会終了後） 
場所：庁舎３階 談話室 
ただし、祝・祭日の場合はその翌日に変更します。  
月 日 月 日 

４月 
２日(臨時) 

４日 
１８日 10月 ３日 １７日 

５月 ２日 １６日 11月 ７日 ２１日 

６月 ７日(木) ２０日 12月 ５日 １９日 

７月 ４日 １９日(木) １月 ７日(月) １６日 

８月 １日 １７日(金) ２月 ６日 ２０日 

９月 ５日 １９日 ３月 ６日 ２０日  
※ ４月２日（月）は、午前１０時４５分から開催します。 
※   日は、第１・第３水曜日以外の開催日です。 
※ 開催日時を変更する場合は、事前に通知します。 

 

 



栗東市庁議規程 

第１章 総則 

（設置） 

第１条 市政の基本方針に係る市長の意思決定に必要な協議を行うとともに、市

の各機関及び各部局間の総合的な調整を行うことにより、市政の効果的な推進

及び効率的かつ円滑な運営を図るため総合調整会議及び部課長会議（以下「庁

議」と総称する。）を設置する。 

第２章 総合調整会議 

（会議の目的） 

第２条 総合調整会議は、市政の基本方針に関し、市長の意思決定を補助するた

めの審議を行うとともに、市長の指示事項の周知徹底、その他重要事項の連絡

調整を行うことを目的とする。 

（所掌事項） 

第３条 総合調整会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 審議事項 

ア 行財政運営の基本方針及び基本計画の決定に係る審議に関すること。 

イ 市長の指示事項並びに特に重要な課題及び懸案事項で総合調整を要する

ものの審議に関すること。 

(2) 報告事項 

ア 単一又は複数の部局における重要事項の報告、周知及び調整に関するこ

と。 

イ 市長の指示事項及び総合調整会議の決定事項の進捗状況の報告に関する

こと。 

（主宰） 

第４条 総合調整会議は、市長が主宰する。 

２ 市長に事故あるとき又は欠けたときは、副市長が総合調整会議を主宰する。 

（構成） 

第５条 総合調整会議は、市長、副市長、教育長及び部長等（部長及び部長相当

職にある者をいう。）をもって構成する。 

２ 部長等が不在のときは、部長等があらかじめ指名した者をもって充てる。 
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（会議） 

第６条 総合調整会議は、市長が招集し、開催期日は、毎月第１及び第３水曜日

とする。ただし、特別な事情が生じたときは、期日を変更し、中止し、又は臨

時に開催することができる。 

２ 会議の進行は、市民政策部政策監が行うものとし、案件ごとに審議結果が次

の区分に従うよう明確にするとともに、その都度主宰者の承認を受けるものと

する。 

(1) 決定 案件を原案のまま又は修正の上、確定すること。 

(2) 再議 指示又は指摘に基づき、案件を再検討の上、指定の期限までに再度

総合調整会議に付議すべきものと決定すること。 

(3) 不承認 案件を不承認とすること。 

(4) 了解 報告又は連絡事項を了承すること。 

 

３ 総合調整会議の庶務は、市民政策部元気創造政策課が行う。 

（付議手続） 

第７条 部局の長は、総合調整会議において審議すべき事項があるときは、総合

調整会議審議依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて、開催日前６日ま

でに市民政策部政策監に提出しなければならない。ただし、急施を要するとき

はこの限りではない。 

２ 部局の長は、総合調整会議において報告すべき事項があるときは、総合調整

会議報告依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて開催日前６日までに市

民政策部政策監に提出しなければならない。 

第３章 部課長会議 

（会議の目的） 

第８条 部課長会議は、行政運営に関する事項について、決定事項の周知徹底、

情報交換及び連絡調整を図ることを目的とする。 

（所掌事項） 

第９条 部課長会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 市長の指示及び総合調整会議決定事項の周知に関すること。 

(2) 市政全般にわたる事項の連絡調整に関すること。 



(3) 各部局における主要事業の報告及び周知に関すること。 

(4) その他特に必要と認める事項 

（主宰） 

第１０条 部課長会議は、総務部長が主宰する。ただし、総務部長が不在のとき

は、総務部長があらかじめ指名した者が主宰する。 

（構成） 

第１１条 部課長会議は、市長、副市長及び教育長並びに部長、課長及びこれら

に相当する職にある者をもって構成する。 

（会議） 

第１２条 部課長会議は、市長の意を受けて総務部長が招集し、開催期日は、毎

月１日とする。ただし、特別の事情が生じたときは、期日を変更し、中止し、

又は臨時に開くことができる。 

２ 部課長会議の庶務は、総務部総務課が担当する。 

（付議手続） 

第１３条 所属長は、部課長会議において付議すべき事項があるときは、関係資

料を添えて、開催日前３日までに総務部総務課長に提出しなければならない。

ただし、特に重要な案件については事前に総合調整会議へ報告をしなければな

らない。 

第４章 補則 

（代理出席） 

第１４条 庁議は、構成員が不在のときは、主宰者が適当と認める代理者が出席

するものとする。 

（通知等） 

第１５条 庁議の構成員は、庁議の結果、必要な事項について、速やかに所属職

員及び関係者に周知しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、庁議の運営に関し必要な事項は、主宰

者が定める。 

附 則 

（施行期日） 



１ この訓令は、平成１５年５月２６日から施行する。 

（栗東市幹部会議規程の廃止） 

２ 栗東市幹部会議規程（昭和５０年栗東町訓令第６号）は、廃止する。 

附 則（平成１７年４月１日訓令第４号） 

この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日訓令第３号） 

この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日訓令第３号） 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日訓令第４号） 

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年６月１８日訓令第４号） 

この訓令は、平成２５年６月１８日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 

 



栗東市庁議規程新旧対照表 
現行 改正案   

第１条－第６条 （略）  第１条－第６条 （略）    
（付議手続） （付議手続） 

第７条 部局の長は、総合調整会議において審議すべき事項があるときは、総合
調整会議審議依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて、開催日前７日ま

でに市民政策部政策監に提出しなければならない。ただし、急施を要するとき

はこの限りではない。 第７条 部局の長は、総合調整会議において審議すべき事項があるときは、総合
調整会議審議依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて、開催日前６日ま

でに市民政策部政策監に提出しなければならない。ただし、急施を要するとき

はこの限りではない。 
２ 部局の長は、総合調整会議において報告すべき事項があるときは、総合調整
会議報告依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて開催日前５日までに市

民政策部政策監に提出しなければならない。 ２ 部局の長は、総合調整会議において報告すべき事項があるときは、総合調整
会議報告依頼書に必要事項を記入し、関係資料を添えて開催日前６日までに市

民政策部政策監に提出しなければならない。   
第８条－第１６条 （略） 第８条－第１６条 （略）    
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総合調整会議運用マニュアル 
「庁議規程（総合調整会議）にかかる考え方」 

 

１．会議の設置及び目的  
 

（会議の目的） 

第２条 総合調整会議は、市政の基本方針に関し、市長の意思決定を補助するための審議を行うとともに、

市長の指示事項の周知徹底、その他重要事項の連絡調整を行うことを目的とする。 
総合調整会議は、市政の重要事項について、その基本方針決定にあたって必要な審議を行う「意

思決定の補助機関」としての役割と、市長の指示事項その他、重要事項について関係部間の連絡調

整を行う「連絡調整機関」としての役割を有しています。  
２．所掌事項及び付議事項の具体例  

(所掌事項) 

第３条 総合調整会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 審議事項 

ア 行財政運営の基本方針及び基本計画の決定に係る審議に関すること。 

イ 市長の指示事項並びに特に重要な課題及び懸案事項で総合調整を要するものの審議に関するこ

と。 

(2) 報告事項 

ア 単一又は複数の部局における重要事項の報告、周知及び調整に関すること。 

イ 市長の指示事項及び総合調整会議の決定事項の進捗状況の報告に関すること。 

総合調整会議に付議する事項は「審議事項」と「報告事項」とします（従来の「その他事項」につ

いては、週間報告会において行うものとし、総合調整会議では取り扱いません）。 
なお、従来、各所属における決裁行為により意思決定がなされ、総合調整会議において報告事項と

して付議されてきた案件について、本来、総合調整会議で審議すべき事項も散見されます。これらの

事案について、規程並びに本運用マニュアルに照らし、必要に応じて審議事項として付議をお願いし

ます。 
付議案件の具体例は次のとおりです。 

（１）審議事項 
…栗東市事務決裁規程その他同規程を準用する規程等の解釈により、市長決裁の区分に該当す

る事務のうち、全庁的な判断を必要とする事項を基本とします。 
◆ 具体例 
①市政経営に関すること 
・財政運営計画、予算編成方針等の決定に関すること。 
・条例の制定、改廃に関すること。 
・重要な市議会提出予定議案や市議会への報告事項に関すること。 
・行財政改革の推進に関すること。 
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②重大な政策事項 
・総合計画、各種計画等の決定、重大な変更に関すること。 
・審議会等への諮問、答申に関すること。 
③市民生活に重大な影響を及ぼす事項 
・重大な計画及び実施計画の決定、見直しに関すること。 
・地域の開発等に関すること。 
④市政に重大な影響を及ぼす国、県および他の市町に関する事項 
・権限移譲に関すること。 
・広域行政のうち重大な事務事業の実施に関すること。 
・広域協定に関すること。 
・国・県要望に関すること。 
⑤各部における特に重要な施策の報告および調整に関する事項 
・特に重要な施策の周知に関すること。 
・主要事業の公表に関すること。 
・報道機関への記者会見を伴う事業等に関すること。 
⑥その他市長が必要と認める事項 

（２）報告事項 
…内部において既に合意がなされている事項。市政の基本方針決定の判断材料として情報共有

が望まれる事項等を基本とします。 
◆ 具体例 
・国・県等の政策・制度改正により、市政運営に重大な影響を及ぼすことが見込まれる事項 
・市政運営に影響を及ぼすことが見込まれる、重要な事務事業の執行状況に関する事項 
・規則、規程、要綱、基準等の制定改廃に関する事項 
・各種大会、イベント等の業務調整に関する事項  

（３）具体的なフロー 
・ 庁議規程第３条に基づく審議事項、報告事項の区分については、次の表により、会議目的と所掌
事項に照らして付議するものとします。 

 

区分 主管部局 市長 総合調整会議 市長

単独部に係るもの 部内で検討調整 決定 － －

複数部に渡るもの 関係部で検討調整 決定 － －

部内で検討調整 決定 － －

重要なもの 部内で検討調整 決定 報告事項 了解

関係部で検討調整 決定 － －

重要なもの 関係部で検討調整 決定 報告事項 了解

関係部で検討、原案作成、付議依頼 → 審議事項 決定

事務的なもの

単独部に係るもの

　　　「総合調整会議」における所掌事項区分

市長決裁案件

（事務決裁規程

による）

政策判断を要するもの

・行財政運営の基本方針及び基本計画の決定
・市長の指示事項並びに特に重要な課題及び
　懸案事項で総合調整を要するもの

複数部に渡るもの
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３．会議の進行 
 

(会議) 

第６条 総合調整会議は、市長が招集し、開催期日は、毎月第 1及び第 3水曜日とする。ただし、特別な

事情が生じたときは、期日を変更し、中止し、又は臨時に開催することができる。 

２ 会議の進行は、市民政策部政策監が行うものとし、案件ごとに審議結果が次の区分に従うよう明確に

するとともに、その都度主宰者の承認を受けるものとする。 

(1) 決定 案件を原案のまま又は修正の上、確定すること。 

(2) 再議 指示又は指摘に基づき、案件を再検討の上、指定の期限までに再度総合調整会議に付議す

べきものと決定すること。 

(3) 不承認 案件を不承認とすること。 

(4) 了解 報告又は連絡事項を了承すること。 

３ 総合調整会議の庶務は、市民政策部元気創造政策課が行う。 

会議の進行を行う市民政策部政策監は、行政情報の「見える化」の推進（付議案件及び結果の公表）

のため、会議終了時、決定事項（指示内容及び審議、報告結果）を整理し、確認します。 
また、案件の項目及び決定事項については、原則としてホームページ上に公開します。 
※政策形成過程の情報も含まれるため会議については非公開とします。なお、会議結果については

原則公開としますが、公開により市の意思決定に影響を及ぼす内容に関しては、最終の意思決定が

行われた時点で公表を行うなど考慮するものとします。   
４．付議手続き 
 

(付議手続) 

第７条 部局の長は、総合調整会議において審議すべき事項があるときは、関係資料を添えて、開催日前

6日までに市民政策部政策監に提出しなければならない。ただし、急施を要するときはこの限りでは

（参考）審議事項と報告事項の関係（イメージ） 

例）○○事業推進のため地域○○計画を策定する。 

  ※想定…上位法で策定が義務付けられている場合など 

 

 

 

   報告          審議        報告     審議     報告 

（策定、スケジュール等）（計画内容等） （公表スケジュール等）（見直し内容等）（内容） 

※ 審議＝市としての方向性が定まっておらず、内容について調整が必要な状況にある場合 

報告＝実施すべき内容が既に確定しているもの、事務的に進捗を図る状況にある場合 

計画策定決定 計画策定作業 計画完成 計画見直し作業 改定計画 
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ない。 

２ 部局の長は、総合調整会議において報告すべき事項があるときは、関係資料を添えて開催日前 6日ま

でに市民政策部政策監に提出しなければならない。 

総合調整会議審議の円滑化を図るため、会議資料は原則として事前配布します。これにあたり、審

議依頼書、報告依頼書並びに資料の提出期限については、次のとおりとします。 
なお、総合調整会議構成員への資料配布の都合上、事務局対応〆切期間後に提出された資料等につ

いては、各担当部から構成員へ配布をしてください。  
事務局対応〆切 ： 会議開催日の６日前とは、開催日前週の木曜日の午前中。                 → 開催日前週の金曜日に事前配布      各部による対応 ： 上記の〆切を過ぎた案件。   

５．総合調整会議審議依頼書等の記入について 
「総合調整会議審議依頼書」の作成にあたっては、規程に定める「市長の意思決定を補助するため

の審議」の会議目的を達成するため、「案件の概要」欄に、審議に付す項目に対する担当課としての

対応案（できれば選択可能なように複数の案）を明記ください。 
審議項目については、「総合調整会議審議依頼書」の記載例に基づき、総合調整会議で「何を」「い

つまでに」「どのように」決定したいのかなど、審議の目的や、決定すべき事項などを明示ください。 
また、報告事項を付議する場合、新たに定めた「総合調整会議報告依頼書」に必要事項を記載のう

え、提出くださいますようお願いします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【付議手続きのフロー】 

 

① 総合調整会議に付議することを起案・決裁（※部長決裁） 

② 付議依頼書に依頼者（部長）の㊞を押印し、資料を添えて市長・副市長へ直接説明する。 

（※原則、部長または課長が説明してください。） 

③ 市長・副市長へ説明後、付議依頼書上部の「事前説明確認印」の欄に㊞をもらう。 

（※あくまで事前説明の確認印であり、決裁ではありません。） 

④ 付議依頼書原本および資料２０部を元気創造政策課に提出する。 

（※提出期限 … 会議開催日６日前の午前中） 



公開の予備的判断 公開 ・ 非公開 事前説明確認印 

理由 
 市長 副市長 

年  月  日 

総合調整会議審議依頼書 

市民政策部政策監宛                               部長          ○印   

  下記の案件について、総合調整会議にて審議いただきたく依頼します。 

 

記 

１．審議案件 

希 望 日 平成  年  月  日（ ） 

説 明 者 部長 
説明の所要時間  約   分 

補助説明者  課長 

審 議 区 分 
ア 行財政運営の基本方針及び基本計画の決定 

イ 市長の指示事項並びに特に重要な課題及び懸案事項で総合調整を要するもの 

案 件 名  
審 議 項 目 

（記入のイメージ） 

審議の目的、内容、決定すべき事項などを明確に記入してください。 

決定すべき事項が複数にわたる場合は、適宜、別葉を作成してください。 

 

 

２．審議案件の内容 

案件の概要 

（記入のイメージ） 

審議に付す項目に対する担当課としての対応案（できれば選択可能なように複数

の案）を明記してください。 

 

 

 

 

 

 

 

(提出に当たっての注意事項) 

1. 審議区分の欄は、いずれかに○印をつけてください。 

2. 審議項目の欄は、審議する目的、内容、決定すべき事項等を明確に記入してください。 

3.  箇条書き等で簡潔明瞭に記入してください。 

4. 本依頼書は、総合調整会議開催日前６日までにご提出願います。 

5. 資料の提出部数は 20部。本依頼書および添付資料の電子データもご提出願います。 



 

公開の予備的判断 公開 ・ 非公開 事前説明確認印 

理由 
 市長 副市長 

平成  年  月  日 

総合調整会議審議依頼書 

市民政策部政策監宛                        市民政策部政策監  ○ ○ ○ ○  ○印   

  下記の案件について、総合調整会議にて審議いただきたく依頼します。 

 

記 

１．審議案件 

希 望 日 平成３０年 ４月１８日（水） 

説 明 者 市民政策部政策監 ○○ ○○ 
説明の所要時間  約 １５ 分 

補助説明者 元気創造政策課長 ○○ ○○ 

審 議 区 分 
ア 行財政運営の基本方針及び基本計画の決定 

イ 市長の指示事項並びに特に重要な課題及び懸案事項で総合調整を要するもの 

案 件 名 平成３１年度 国県要望にかかる重点要望等の決定について 
審 議 項 目 

（１）情報公開にかかる国県要望の要望書の確認について 

（２）国県要望にかかる主な改正点について   ①重点／一般要望の決定方法の見直し   ②要望時の体制変更 （要望の活動方法の見直し）   ③要望の見える化 （要望結果の開示に向けた見直し） 

（３）平成３１年度 国県要望における重点項目の決定について 

２．案件の概要 

案件の概要 

■国県要望に係る経過と今後のスケジュール（案） 
【経過】 
５月 ９日、各部より平成３１年度国県要望事項の提出。 
５月１４日、要望事項一覧を調整し、総合調整会議へ付議。 
・市長・副市長指示により、要望事項の再確認、修正等の精査。    ・要望事項からの削除項目に関して了承を得る。  ６月 ６日、総合調整会議で重点／一般の要望区分等を決定。 

【今後のスケジュール案】 
６月１８日、新政会・公明栗東勉強会（市議会正副議長、与党各議員等）    ・個人質問終了後、実施予定。 
６月下旬  議員協議会（議会正副議長、各会派代表者等）   ・２４日、２５日の午後（13：30～）で調整中。 
７月下旬  議員懇談会（栗東市選出県議会議員、議会４役等）    ・２２日、２４日の午後（15：30～）で調整中。 
８月５日 県知事等への要望活動。 

(提出に当たっての注意事項) 

1. 審議区分の欄は、いずれかに○印をつけてください。 

2. 審議項目の欄は、審議する目的、内容、決定すべき事項等を明確に記入してください。 

3.  箇条書き等で簡潔明瞭に記入してください。 

4. 本依頼書は、総合調整会議開催日前６日までにご提出願います。 

5. 資料の提出部数は 20部。本依頼書および添付資料の電子データもご提出願います。 

記入例 



公開の予備的判断 公開 ・ 非公開 事前説明確認印 

理由 
 市長 副市長 

年  月  日 

総合調整会議報告依頼書 

市民政策部政策監宛                               部長          ○印   

  下記の案件について、総合調整会議にて報告いたしたく依頼します。 

 

記 

 

１．報告事項の案件 

希 望 日 平成  年  月  日（ ） 

説明者 部長 説明の所要時間  約   分 

報 告 区 分 
ア 単一又は複数の部局における重要事項の報告、周知及び調整に関すること 

イ 市長の指示事項及び総合調整会議の決定事項の進捗状況の報告に関すること 

案 件 名  
 

２．報告事項の概要 

案件の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

(提出に当たっての注意事項) 

1. 報告区分の欄は、いずれかに○印をつけてください。 

2.  箇条書き等で簡潔明瞭に記入してください。 

3. 本依頼書は、総合調整会議開催日前６日までにご提出願います。 

4. 資料の提出部数は 20部。本依頼書および添付資料の電子データもご提出願います。 



 

公開の予備的判断 公開 ・ 非公開 事前説明確認印 

理由 
 市長 副市長 

平成３０年 ４月 ４日 

総合調整会議報告依頼書 

市民政策部政策監宛                          市民政策部政策監  ○○ ○○  ○印   

  下記の案件について、総合調整会議にて報告いただきたく依頼します。 

 

記 

 

１．報告事項の案件 

希 望 日 平成３０年 ４月１８日（水） 

説明者 市民政策政策監 説明の所要時間  約 １０ 分 

報 告 区 分 
ア 単一又は複数の部局における重要事項の報告、周知及び調整に関すること 

イ 市長の指示事項及び総合調整会議の決定事項の進捗状況の報告に関すること 

案 件 名 平成３０年度国・県要望内容の公開について 
 

２．報告事項の概要 

案件の概要 

  栗東市情報公開条例の基本原則により、平成２９年８月５日（月）に、県ならび
に関係機関等への要望活動を実施した要望内容について、市ホームページで公開を

行うにあたり、各部に事前に公開内容等の報告を行うもの。  また、今年度の要望活動報告についても、参考資料（内部資料・取扱注意）とし
て配布いたします。 
【公開する内容】  平成３０年度予算ならびに施策に対する要望事項（別紙内容） 

(提出に当たっての注意事項) 

1. 報告区分の欄は、いずれかに○印をつけてください。 

2.  箇条書き等で簡潔明瞭に記入してください。 

3. 本依頼書は、総合調整会議開催日前６日までにご提出願います。 

4. 資料の提出部数は 20部。本依頼書および添付資料の電子データもご提出願います。 

記入例 



平成29年度総合調整会議付議案件一覧

開催日 区分 審議事項 部名 報告事項 部名

4月3日 臨時
平成２９年度総合調整会議の開催日
程および庁議規程について

市民政策部

4月5日 定例
平成２９年度４月の待機児童数につい
て

子ども・健康部

国直轄事業及び補助事業の平成２９
年度道路予算について

建設部

4月19日 定例
栗東市水道事業アセットマネジメントの
策定について
栗東市水道事業ビジョンの策定につい

上下水道事業所
平成２９年度総合計画等の進行管理
について

市民政策部

協働型Facebook「うますぎる栗東」の
開始について

市民政策部

市議会の県に対する要望事項につい
て

市民政策部
栗東防災拠点施設建設工事に係る議
場工事工程について

市民政策部

栗東市空き家等対策検討会議からの
空家等対策に向けた検討報告、並び
に、栗東市空家等対策協議会の組織
編成方針について

建設部

第７９回国民体育大会 会場地市町第
三次内定等について

教育部

平成３０年度 国・県予算ならびに施策
に対する要望について

市民政策部 新たな農業委員の選任について 環境経済部

後継プランの進捗について 建設部

平成３０年度 国・県予算ならびに施策
に対する要望について(再議)

市民政策部
龍谷大学との連携協定による包括協
定の締結について

市民政策部

自治体情報システム強靭性向上事業
の進捗等について

総務部

小規模保育事業及び家庭的保育事業
設置・運営事業者の募集について

子ども・健康部

し尿および浄化槽汚泥の収集体制に
ついて

環境経済部

安養寺団地漏水事故の損害賠償につ
いて

建設部

市内中学生並びに児童生徒数の将来
推移及び必要教室推定数について

教育部

6月21日 定例 案件なしにより中止

平成29年度栗東市防災総合訓練につ
いて

市民政策部

新学校給食共同調理場起工式につい
て

教育部

定例

定例

6月8日

定例5月2日

7月5日 定例

5月17日

1



平成29年度総合調整会議付議案件一覧

開催日 区分 審議事項 部名 報告事項 部名

平成29年度中長期財政見通しについ
て

市民政策部
栗東市建設工事等電子入札の導入に
ついて

市民政策部

（新）集中改革プランにおける平成28
年度決算ベース改革効果額について

市民政策部
ふるさとりっとう応援寄附の取り組み
見直しについて

市民政策部

重症心身障害者通所施設の整備にか
かる公募結果について

福祉部

民間保育所の設置・運営事業者の募
集について

子ども・健康部

安養寺団地漏水事故の損害賠償額の
確定について

建設部

平成29年度中長期財政見通しについ
て

市民政策部

（新）集中改革プランにおける平成28
年度決算ベース改革効果額について

市民政策部

2017年度(第19回)友好親善使節団受
入について

市民政策部

栗東市立地適正化計画策定に係る計
画推進方針（案）について

建設部

栗東市固定資産台帳及び財産に関す
る調書について

市民政策部

ふるさとりっとう応援寄附の取り組み
見直しについて

市民政策部

栗東市都市計画法に基づく開発許可
等の基準に関する条例の一部改正に
ついて

建設部

栗東市人権擁護計画改定について 総務部
職員提案検討推進委員会の審査結果
について

市民政策部

社会保障・税番号制度の進捗等につ
いて

総務部

第3期栗東市地域福祉計画の策定に
ついて

福祉部

第2期栗東市国民健康保険事業実施
計画（データヘルス計画）の策定につ
いて

福祉部

第5期栗東市障がい福祉計画の策定
について

福祉部

百年先のあなたに手渡す栗東市景観
計画の見直しに係る進捗状況等につ
いて

建設部

後継プランの進捗について 建設部

栗東トレーニング・センター　バイオマ
ス発電プラント建設について

建設部

平成29年度就学援助費補助単価変更
及び新入学学用品費支給時期の変更
について

教育部

図書館システム6市共同調達について 教育部

臨時

定例

8月2日

7月21日

定例8月18日

定例

9月6日

7月26日

定例

2



平成29年度総合調整会議付議案件一覧

開催日 区分 審議事項 部名 報告事項 部名

9月20日 定例 案件なしにより中止

平成30年度予算編成方針等について 市民政策部

栗東市文化振興計画の見直しについ
て

教育部

栗東市特別支援教育推進計画の策定
について

教育部

平成29年度全国学力・学習状況調査
の結果について

教育部

栗東市防災拠点施設建設の進捗につ
いて

市民政策部

小規模保育事業及び家庭的保育事業
設置・運営事業者募集に係る選定結
果について

子ども・健康部

国道バイパス等の進捗状況について 建設部

11月1日 定例 案件なしにより中止

第3期栗東市地域福祉計画（案）につ
いて

福祉部
財産処分について
（処分先　株式会社コメリ）

市民政策部

栗東市危機管理センターの設置及び
管理に関する条例（案）について

市民政策部

一般職員を対象とする「目標マネジメ
ント」の導入について

総務部

認可保育事業設置・運営事業者募集
に係る選定結果について

子ども・健康部

喫煙場所設置及びポイ捨ての防止に
ついて

環境経済部

栗東市いじめ防止基本方針の改定に
ついて

教育部

栗東市総合計画審議会等の開催に係
る提出資料について

市民政策
部

「栗東市役所庁舎等電力需給契約」に
かかる一般競争入札（郵便入札）の執
行について

総務部

第7期栗東市高齢者福祉計画・介護保
険事業計画（素案）について

福祉部
栗東市木造住宅耐震・バリアフリー改
修等事業実施要綱の改正
（改）栗東市木造住宅耐震改修等事業

建設部

第5期栗東市障がい福祉計画（案）に
ついて

福祉部 後継プランの進捗について 建設部

栗東市いじめ防止基本方針の改定に
ついて

教育部
栗東市立地適正化計画（素案）につい
て

建設部

栗東市特別支援教育推進計画の策定
について

教育部

職員提案検討推進委員会の審査結果
について

市民政策部

平成29年度各学区別自治連合会懇談
テーマについて

市民政策部

定例

定例12月6日

10月4日

定例12月20日

10月18日 定例

11月14日

定例

3



平成29年度総合調整会議付議案件一覧

開催日 区分 審議事項 部名 報告事項 部名

栗東市循環型社会形成推進地域計画
の策定について

環境経済部

第2期栗東市国民健康保険保健事業
実施計画（データヘルス計画）（案）
第3期栗東市国民健康保険特定健康
診査等実施計画（案）について

福祉部
安養寺団地漏水事故の損害賠償につ
いて

住宅課

栗東市水道事業経営戦略の策定につ
いて

建設部

平成３０年度施政方針、教育方針等に
ついて

市民政策
部

教育部

栗東市公共施設の有効活用のための
優先性の方針（案）について

市民政策部

栗東市文化振興計画の見直しについ
て

教育部
旧住民憩の家跡地での馬事業受託候
補業者選定に係る審査結果について

市民政策部

第１２５回近畿市長会総会提出議案
（国要望）について

市民政策部

栗東市役所庁舎等電力需給契約にか
かる一般競争入札（郵便入札）の執行
について

総務部

湖南地域重症心身障害者通所施設設
置・運営事業者の選定結果について

福祉部

林道工事に伴う水質汚濁による財産
被害原因裁定申請事件について

農林課

安養寺団地漏水事故の損害賠償につ
いて

建設部

栗東市立地適正化計画策定スケ
ジュールについて

建設部

栗東市立学校給食共同調理場調理・
配送・配膳事業者募集にかかる選定
結果について

教育部

栗東市健康増進計画「第2次健康りっ
とう21」中間評価報告書(案)について

子ども・健康部
栗東市公営住宅等長寿命化計画修正
の中間報告について

建設部

栗東市子ども・子育て支援事業計画の
中間年見直しについて

子ども・健康部
農業経営の下限面積5反（50a）要件の
一部地域での緩和について

環境経済部

　

定例

1月5日

定例

2月21日 定例

定例

2月7日

1月17日
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平成29年度総合調整会議付議案件一覧

開催日 区分 審議事項 部名 報告事項 部名

栗東市公共施設の個別施設計画策定
のための方針（案）について

市民政策部

地方公会計制度に伴う報告について 市民政策部

職員提案検討推進委員会の審査結果
について

市民政策部

生産性向上特別措置法における基本
計画の策定について

環境経済部

栗東市上下水道事業経営戦略の策定
について

建設部

栗東市特別支援教育推進計画の策定
について

教育部

栗東市いじめ防止基本方針の改定に
ついて

教育部

平成30年度人事異動について 総務部

提出議案等の正確・適正を期すため
の再発防止策について

総務部

平成30年度の児童館並びに子育て支
援センターの運営について

子ども・健康部

市営住宅の入居要件判定基準の見直
しについて

建設部

3月26日 臨時 平成30年度人事異動について 総務部

定例3月22日

3月7日 定例
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